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なかで、地域経済の一体化は経済グローバリゼ ション 構成する重要な一部分となっている。ＥＵは既に市場や通貨を統一した。本来ならば、歴史上、密接な関係を持ち、共通の文化背景を持つ東アジア地域はＥＵよりももっ 早く一大統一市場ができるはずであった。だが、東アジアにおける共同体の形成どころか 近代という歴史のジレンマに挟まれ 様々な軋轢および冷戦の後遺症が未だ深い
傷跡として残った。そして、近年、釣魚島（尖閣諸島）の国有化をめぐって日中の対立が激しくなり、今や両国は国交正常化以来、最も厳しい外交関係となっ いる。　
本稿では、緊張が続いている日














間で起きたアヘン戦争は後 清朝の崩壊に繋がったのみならず、アジアの国際秩序、とりわけ日中関係に大きな変化をも らした。アヘン戦争で敗北した清朝は「中体西用」を唱え、近代 の めに洋務運動を開始した。それからやや遅れて、日本も一八五三年の黒船来航というショックを受けて、尊皇攘夷から開国へと転換 て明治維新を断行した。　
外圧を受けて近代の入り口に立




最初から直接的な衝突が生じた訳ではない。それぞれ変革を唱えた日中両国は、まずは一八七一年、天津において「日清修好条規」締結した。同条規の第二条に「両国好みを通ぜし上は、必ず相関切す。若し他国より不公及び軽ばくすることある時、其の知らせを為せば、何れも互いに相助け、或は中に入り、程よく取り扱い、友誼を敦くすべし」とあったよう 、近代国家としてスタート た時点での日中関係は決 て悪くなかった。それところか、ある種の運命共同体的な「幻想」 らあった。　
しかし、 「幻想」はすぐに破滅








般的に言われてき が、福沢諭吉の『脱亜論』が発表 れたのは一八八五年であって、北洋艦隊が建設されたのは一八七四年であっ 。要するに「修好条規」の裏腹にあったのは、両国 間の強い不信感と戦争準備の時間稼ぎ た。朝鮮半島をめぐって、伝統 な宗属関係を維持しようとする清国に対して、日本は新しい国際秩序を作るという名目で、朝鮮半島を侵略することを目的 した。結果して、日中は互いに謀略的に条規を結んだのであった。近代国家へ踏み出そうとした時点において一時凌ぎ的なこ 条規の裏側 あったのは各々の策 でしかなかった。そして、 「修好条規」から「下関条約」への変貌は条約の内容だけではなく、東アジアにおける日中の立場を完全に逆転させた。　
日清戦争後、清国は日本に台湾
の割譲のほかに、軍費賠償金銀二

















「日華条約」 に反対した。一九五一年八月一五日付の「対日平和条約米英草案とサンフランシスコ会議に関する周恩来外交部長の声明」において周恩来は「日本に占領されて大損害を被り、自力で再建することが困難であ 諸国は賠償を請求する権利を留保 べきである」
⑶
と述べた。その後も中国政








































定している。ま 、朱建栄も一九七二年時点での国交正常化交渉は法的に問題があ と指摘したうえで「毛沢東・周恩来ら指導者が理想主義的に「賠償を求めない」方針を決めたこと 対 は、 民の意見を聞かず 急ぎすぎたのではないか」
⑿
と述べている。さら

























り上げて論じた。近代という入り口に立たされた時から、日中両国の間には様々な誤解や思惑の違が生じていた。結局のところ 不幸にもいずれも「戦争」という手段によって解決 臨もうとした。その結果とし 、 「日清 において、中国は敗者として、国家財政の二倍という巨額な賠償金を支払わされたうえ、台湾を日本に割譲した。さらに 最終的には戦争の負担によって長年続 た封建制が崩壊した。一方、勝者であた日本は賠償金で近代工業化を実現したものの、帝政ロシアとの戦争によって大量な借 を強いられ、民生の改革には至らなかった。日露戦争の結果によって、日本国内のナショナリズムをさらに煽り、やがて軍部が暴走し、日中全面戦争および太平洋戦 至 た。また、冒頭部分に触れたように「洋務運動」と「明治維新」はほぼ同じ目的で行われたが、前者は少数エリートによる上から下へ改革であったのに対して、後者は下層の民衆が下から上へと押し上げる形で改革が行われて支持が拡大した。そして、近代化に対す理解の違いによって、朝鮮半島を舞台にして、日中両国は対立し
のである。　「日中戦争」では、中国は一応のところ勝者として終戦を迎えたが、多大な犠牲と被害を受けた。終戦後、中国はまたも国内戦争に陥り、結局 戦争賠償の交渉をめぐっては、 陸中国 台湾の国民党政権も実質上日本に大きな譲歩をした。しかもこれらの譲歩は何れも上層部の一存で決められたものであって、民衆の理解を得たものであるとは言いがたい。　ＯＤＡの問題も同様であった。
一九七二年の日中国交正常化交渉の結果、中国は巨額 戦争賠償を放棄したことに対して、多くの日本国民が感激を覚え、 ちの対中ＯＤＡ支援 民意が高まっ 。しかし、中 国内においては そような の実態についてあまり知られてないのも事実である。　
このように、日中の間は常に官
民の間、すなわち 政策決定者と民衆の間には感覚的なギャップ存在していて 両国の相互理解をめぐっては様々な混乱が生じてきた。そして、今日の日中関係は主権をめぐる問題の浮上 よって膠着状態にあり、解決の糸口が見つからない状況とな いる。しかし、グローバル化が進む今日は、







































































 外務省公開資料「大平外務大臣・姫鵬飛外交部長会談（要録）日中国交 常化交渉記録」 。
